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トランプ政権登場も一因、
安全保障面でも先行き不透明

世界の情勢は、不確実性が高まって
います。

中国は、自由主義とは異なる価値観
の政治体制の下で、一帯一路をはじめ、
経済力を背景に新興国に影響を及ぼし
始めていますが、こうした動きなどに
対して、米国・トランプ政権は「アメ
リカ・ファースト」を掲げて、貿易戦
争を仕掛けているように見えます。さ
らに、クリミア半島問題に端を発した
ロシアと欧米との対立、イランやサウ
ジアラビアを巡る中東情勢も、混迷を
深めています。

日本周辺では、融和ムードがあると
はいえ、依然として北朝鮮の核・ミサ
イルの脅威は存在し、東シナ海・尖閣
諸島を巡る中国との軋轢、ロシアによ
る北方領土へのミサイル配備など厳し
い状況が続いています。

経済同友会では、「現在の日本の安全
保障体制が十分に機能するのか」とい
う問題意識から、安全保障に関する国
民的な議論を進めるための視点を提案

し、主要項目について整理した報告書
をまとめました。

安全保障体制のあるべき姿を考える
三つの視点

日本は戦後、憲法９条の下で安全保
障体制を構築し、解釈の積み重ねによっ
て現実に対処してきたという経緯があ
りますが、近年、憲法９条も含めた安
全保障について議論する雰囲気が醸成
されてきました。本委員会では、こう
した議論を進めるために三つの視点か
ら考えることを提案しています。

一つ目の視点は、世界の標準から見
て日本の安全保障はどうなのかという

「グローバル・スタンダードの視点」で
す。

例えば、世界の平均では軍事費の対
GDP比2.2％ですが、日本は１％にこだ
わっています。また、武器の使用基準
では、世界の標準はいわゆる「ネガティ
ブリスト」（国際法などで禁止される活
動を列挙）ですが、日本は「ポジティ
ブリスト」（原則禁止の下で許容される
活動を列挙）です。こうした世界標準
とのギャップに焦点を当てて、世界が

大きく変わっている中で、日本がガラ
パゴス化していないかを考えてみると
いうことです。

二つ目は、われわれ経済同友会が
「Japan 2.0」で提唱している基本的な
視点ですが、将来のあるべき姿から考
えてみる「バックキャスティングの視
点」です。

例えば中国がこれから20年先にどう
いうポジションになっているのかなど
を見通した上で、あるべき姿を考える。
また、宇宙・サイバー空間にまで戦い
の場が広がり、ドローン、AI、ロボティ
クスなど武器も高度化しています。紛
争の要因も複雑になって、テロの脅威
が増加しています。戦争行為そのもの
が変わっていく中で、現在の延長線上
ではなく長期的な戦略で、今なすべき
ことを考えることが必要です。

三つ目は、過去の経緯や現状に照ら
し合わせてなすべきことの難易度を考
える「バックグラウンドの視点」です。

戦後に形成された体制と憲法９条に
対する国民世論がありますから、この
世論を無視するわけにはいきません。
歴史的な背景を考えることで、対応す
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べき課題と方向性の難易度を認識する
必要があります。

本格的に安全保障の国民的議論を
地政学的リスクは経営の大きなリスク

今年は、10年程度の防衛力整備の計
画である「防衛計画の大綱」が策定され
ますので、国民的な議論を高めるきっ
かけとするいい機会です。北朝鮮問題
などを契機として、国民の間にもそれ
なりの意識は醸成されてきたと思いま
すが、危機が発生した場合にどういう
問題が起き、実際に対処できるのかな
ど認識不足が課題です。

過剰な軍事費は経済発展を阻害する
危険性があり、日本は今後とも軍事大
国を目指すべきではありませんが、嫌
なことから目を背ける ｢ダチョウ効果」
に陥ることなく、周辺国の動静を冷静
に認識する必要があります。

グローバルに活動している企業にとっ
て地政学的リスクは経営上の重要なリ
スクファクターです。会員の皆さんに
は安全保障について正面からとらえ、
今後の国民的議論に積極的に参加して
いただきたいと思います。
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基本的考え方

主要項目について

　本報告書では、安全保障のあるべき姿や、
何に優先順位を置くべきかについて国民的な
議論を行うために、以下の三つの視点から考
えることを提案し、主要項目について整理し
ている。
（1）グローバル・スタンダード：世界の標準

的な水準に照らして足りない点を考える。
（2）バックキャスティング：将来の課題を見
据えて現在なすべきことを考える。
（3）バックグラウンド：過去の経緯に照らし
てなすべきことの難易度を考える。

（1）経済界が安全保障を検討する背景
　企業経営者としても地政学リスクなどのリ
スク管理が重要になった。また、世界経済の
一体化が進み、デジタル化が加速する中で、
国家や企業などあらゆる主体のあり方が問い
直される中で、安全保障体制についても、時
代に即した見直しが不可欠である。
（2）今の安全保障体制の何が問題なのか？
　わが国の安全保障の取り組み・強化には、
憲法や法律など多くの「壁」がある。これまで

は、精密な「ガラス細工」とも称される解釈
の積み重ねによって、現実の問題に柔軟に対
応を行ってきたが、目的に合致した合理的な
対応が常に可能であったわけではない。
（3）国民的な議論を進めるために
　わが国の安全保障のあり方は、一部の専門
家に具体的な検討や対応が委ねられてきた。
論点が分かりやすく国民に提示され、国民的
な議論へと発展していくことを期待する。

（1）装備調達・研究開発のあり方
　米国から高額・高性能の装備品の購入を求
める動きが強まり、わが国の防衛生産・技術
基盤を脅かしかねない事態に。独立国として
の安全保障などの観点から、十分に検討し対
応する必要がある。また、技術革新に対応し、
わが国の抑止力・対処力を高めることも重要
である。
（2）サイバーセキュリティー
　将来的には、中央省庁間を結んだより強力
な権限を持つ組織の設置が必要である。また、
取り組みが遅れている基礎自治体には、強制
力を持つ法律と予算措置を伴って対応を進め
る必要がある。一方、企業の経営者として主
体的にセキュリティー強化に取り組む姿勢が
重要だが、中小・零細企業などにおける取り
組みの加速には、政策的誘導も必要となる。
（3）憲法改正案（憲法9条、緊急事態条項）
　「軍隊とは異なる軍事組織」としての自衛
隊の活動の限界の根底には憲法問題がある。
改正の意義を十分に説明し、国民の間の幅広
い議論を期待する。わが国は大規模災害が発
生する蓋然性が高く、有事にも災害時と同様

の問題が生じることを考えれば、緊急事態の
議論は平時に十分行う必要がある。
（4）情報機関の設置
　グローバルな活動に焦点を当てた情報活動
が課題となる中、情報機能の強化を行う前提
として、国民の権利保障について十分に配意
しなければ、理解を得るのは難しい。現実的
には、予算の中から情報活動に対する支出配
分の見直しから始めることが適切である。
（5）民主主義的な統制の確保
　軍事組織（防衛省・自衛隊）の民主的な統制
は、国民の信頼の下に「軍事組織からの安全」
から「軍事組織による安全」を目指すことを意
味する。トップと防衛省・自衛隊との間の強
固な信頼関係を構築し、組織を機能させるこ
とが重要である。
（6）総合安全保障の視点からの取り組み
　今後、地球全体が直面する課題、人口動態
や国際的な人の移動が生む諸問題、技術革新
の予測に基づく対応などは今から行う必要が
ある。また、地域の安定と平和を実現するに
は、安全保障とともに、経済の両面から協力
関係の強化が必要となる。
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